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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第114期

第３四半期連結
累計期間

第115期
第３四半期連結

累計期間
第114期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成30年４月１日
至平成30年12月31日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 5,878,681 5,067,368 7,703,832

経常利益 （千円） 89,978 6,782 56,692

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 66,442 △7,081 100,430

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 73,434 △29,649 109,859

純資産額 （千円） 4,713,816 4,700,893 4,750,228

総資産額 （千円） 6,865,890 6,345,640 6,360,697

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 1.48 △0.13 2.10

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 68.7 74.1 74.7

 

回次
第114期

第３四半期連結
会計期間

第115期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

自平成30年10月１日
至平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 0.97 1.31

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第114期及び第114期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第115期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

 

EDINET提出書類

堀田丸正株式会社(E02627)

四半期報告書

 2/16



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1)経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は企業収益や雇用・所得環境の改善を背景に、総じて個人消費の持

ち直しが見受けられ、緩やかな景気回復基調で推移いたしました。一方、通商問題の動向が世界経済に与える影響や

海外経済の不確実性、金融資本市場の変動の影響など、先行きには留意する必要があります。

このような事業環境のもと、当社グループは、コア事業である意匠撚糸事業へ経営資源を集中することに加えて、

和装、洋装、寝装の各事業におきましても、更なる構造改革を実施するとともに、売上の拡大に向けて、新規取引先

の開拓、既存取引先の再耕を実施いたしました。これらの結果、売上高50億67百万円（前年同四半期比13.8％減）、

営業損失は６百万円（前年同四半期は営業利益90百万円）、経常利益は６百万円（前年同四半期比92.5％減）、親会

社株主に帰属する四半期純損失は７百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益66百万円）となりま

した。

セグメントの経営成績は次のとおりであります。

和装事業は、専門店取引は堅調に推移し、新たな販売機会の創出のため、リサイクル企画催事などを行いました

が、主力の百貨店取引は市況の悪化傾向が顕著で売上高は減少いたしました。しかしながらコスト構造の見直しによ

り利益は拡大し、特に、和装小物卸の子会社吉利は昨年来のビジネス全般の見直しや構造改革の推進により和装事業

全体を牽引する要因となりました。この結果、売上高11億23百万円（前年同四半期比23.5％減）、営業利益は14百万

円（前年同四半期比58.8％増）となりました。

寝装事業は、東北地区におけるギフト事業が安定に推移したことに加え、マットレス事業も取引先への商品提案の

増加により売上は回復傾向となり、更に事務所の統廃合等の構造改革効果が顕在化いたしました。この結果、売上高

４億42百万円（前年同四半期比0.9％増）、営業利益は28百万円（前年同四半期比44.5％増）となりました。

洋装事業は、アパレル事業は西日本中心に新たな人材の投入で百貨店催事事業を開始し、売上・利益ともに大きく

伸長いたしました。九州地区拠点の丸福事業は、ミセス・ベビー・子供服が受注減となり、若干の減益となりまし

た。馬里邑事業は第１四半期での仕入調整の影響で苦戦をしておりましたが、新規商品投入も再開することで、第３

四半期会計期間では営業黒字に転換することができました。この結果、売上高19億42百万円（前年同四半期比19.2％

減）、営業損失は７百万円（前年同四半期は営業利益99百万円）となりました。

意匠撚糸事業は、日本事業が国内アパレルからの受注回復により、増収増益を達成いたしました。また海外事業も

中国大手アパレルからの受注増加に加えて、欧米、日本からの受注も増加し、売上高が大幅増となるなど全体を牽引

いたしました。しかしながらOEM事業における国内アパレルからのOEM受注が大幅な減少となりました。この結果、売

上高15億58百万円（前年同四半期比0.6％減）、営業利益は１億12百万円（前年同四半期比7.2％減）となりました。

 

(2)財務状態の状況

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における流動資産は58億29百万円となり、前連結会計年度末に比べ０百万円減少いた

しました。これは主に現金及び預金が83百万円、電子記録債権が40百万円増加し、受取手形及び売掛金39百万円、商

品及び製品が46百万円、未収入金（流動資産「その他」）が42百万円減少したことによるものであります。固定資産

は５億16百万円となり、前連結会計年度末に比べ14百万円減少いたしました。これは主に工具器具備品が13百万円増

加し、投資有価証券（投資その他の資産「その他」）が20百万円減少したことによるものであります。この結果、総

資産は63億45百万円となり、前連結会計年度末に比べ15百万円減少いたしました。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における流動負債は16億２百万円となり、前連結会計年度末に比べ30百万円増加いた

しました。これは主に支払手形及び買掛金が１億19百万円増加し、電子記録債務が25百万円、賞与引当金が21百万円

減少したことによるものであります。固定負債は42百万円となり、前連結会計年度末に比べ３百万円増加いたしまし

た。これは主に資産除去債務が11百万円増加し、繰延税金負債が７百万円減少したことによるものであります。この

結果、負債合計は16億44百万円となり、前連結会計年度末に比べ34百万円増加いたしました。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は47億円となり、前連結会計年度末に比べ49百万円減少いたしま

した。これは主にその他有価証券評価差額金の減少14百万円と剰余金の配当19百万円によるものであります。この結

果、自己資本比率は74.1％（前連結会計年度末は74.7％）となりました。
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)研究開発活動

　該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 59,640,348 59,640,348
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 59,640,348 59,640,348 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金残
高(千円)

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 59,640,348 － 2,937,570 － 1,085,689

 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　3,395,800 －

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　 56,210,000 562,100 同上

単元未満株式 普通株式　　　　　 34,548 － －

発行済株式総数 59,640,348 － －

総株主の議決権 － 562,100 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,550株（議決権の数 15個）含まれて

おります。

 

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

堀田丸正株式会社

東京都中央区日本

橋室町４丁目１番

11号

3,395,800 － 3,395,800 5.69

計 － 3,395,800 － 3,395,800 5.69

（注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が 350株（議決権の数

３個）あります。なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に300株、

「単元未満株式」の欄に50株含まれております。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、双葉監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,076,959 2,160,519

受取手形及び売掛金 ※ 1,501,911 ※ 1,462,072

電子記録債権 ※ 224,535 ※ 265,165

商品及び製品 1,879,291 1,832,480

仕掛品 8,816 8,866

原材料及び貯蔵品 48,360 56,679

その他 104,186 55,998

貸倒引当金 △14,608 △12,716

流動資産合計 5,829,452 5,829,067

固定資産   

有形固定資産 335,524 355,398

無形固定資産 20,602 15,800

投資その他の資産   

その他 228,152 197,107

貸倒引当金 △53,033 △51,734

投資その他の資産合計 175,118 145,373

固定資産合計 531,245 516,572

資産合計 6,360,697 6,345,640

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 884,611 ※ 1,003,678

電子記録債務 ※ 369,096 ※ 343,514

未払法人税等 24,967 26,020

賞与引当金 27,000 5,760

返品調整引当金 40,715 36,931

その他 225,338 186,104

流動負債合計 1,571,728 1,602,009

固定負債   

その他 38,740 42,737

固定負債合計 38,740 42,737

負債合計 1,610,469 1,644,747

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,937,570 2,937,570

資本剰余金 1,236,152 1,236,152

利益剰余金 917,809 891,042

自己株式 △389,570 △389,571

株主資本合計 4,701,960 4,675,193

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 32,577 17,909

為替換算調整勘定 15,690 7,790

その他の包括利益累計額合計 48,267 25,699

純資産合計 4,750,228 4,700,893

負債純資産合計 6,360,697 6,345,640
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 5,878,681 5,067,368

売上原価 4,005,236 3,543,167

売上総利益 1,873,444 1,524,201

販売費及び一般管理費 1,782,871 1,530,520

営業利益又は営業損失（△） 90,573 △6,318

営業外収益   

受取利息 451 1,186

受取配当金 2,361 1,207

受取賃貸料 12,716 7,000

為替差益 5,986 4,687

還付金収入 - 4,369

その他 2,018 3,289

営業外収益合計 23,535 21,741

営業外費用   

支払利息 2,461 1,483

手形売却損 911 656

賃貸費用 6,544 2,077

株式交付費 9,450 -

株主優待関連費用 - 3,645

その他 4,763 777

営業外費用合計 24,130 8,639

経常利益 89,978 6,782

特別利益   

関係会社株式売却益 25,642 -

投資有価証券売却益 16,890 -

特別利益合計 42,532 -

特別損失   

構造改革費用 54,485 -

特別損失合計 54,485 -

税金等調整前四半期純利益 78,026 6,782

法人税、住民税及び事業税 11,778 13,864

法人税等調整額 △194 -

法人税等合計 11,583 13,864

四半期純利益又は四半期純損失（△） 66,442 △7,081

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
66,442 △7,081
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 66,442 △7,081

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 6,143 △14,668

為替換算調整勘定 848 △7,899

その他の包括利益合計 6,992 △22,568

四半期包括利益 73,434 △29,649

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 73,434 △29,649
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当四半

期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形、電子記録債権及び電子記録

債務が四半期連結会計期間期末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 20,145千円 14,792千円

電子記録債権 19,478 10,299

支払手形 64,494 64,843

電子記録債務 69,102 49,616

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

減価償却費 17,282千円 14,475千円

 

（注）のれんの償却額はありません。
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）

　１. 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月15日

取締役会
普通株式 106,224 5.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

（注）平成29年５月15日取締役会決議による１株当たりの配当額には、記念配当１円を含んでおります。

 

　２. 株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成29年６月28日付で、RIZAPグループ株式会社から第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、

当第３四半期連結累計期間において資本金が962,500千円、資本準備金が962,500千円増加し、当第３四半期連結会計

期間末において資本金が2,937,570千円、資本剰余金が1,236,152千円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年12月31日）

　１. 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月14日

取締役会
普通株式 19,685 0.35 平成30年３月31日 平成30年６月27日 利益剰余金

 

　２. 株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２ 和装事業 寝装事業 洋装事業 意匠撚糸事業 計

売上高        

(1）外部顧客に対

する売上高
1,469,546 438,249 2,403,162 1,567,722 5,878,681 － 5,878,681

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － － －

計 1,469,546 438,249 2,403,162 1,567,722 5,878,681 － 5,878,681

セグメント利益 9,339 19,822 99,496 121,741 250,399 △159,825 90,573

（注）１．セグメント利益の調整額△159,825千円には、セグメント間取引消去35,967千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△195,792千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

部門経費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２ 和装事業 寝装事業 洋装事業 意匠撚糸事業 計

売上高        

(1）外部顧客に対

する売上高
1,123,608 442,325 1,942,941 1,558,493 5,067,368 － 5,067,368

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － － －

計 1,123,608 442,325 1,942,941 1,558,493 5,067,368 － 5,067,368

セグメント利益

（又はセグメント

損失（△））

14,828 28,640 △7,509 112,966 148,924 △155,242 △6,318

（注）１．セグメント利益の調整額△155,242千円には、セグメント間取引消去27,643千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△182,886円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理部

門経費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
1円48銭 △0円13銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千円）
66,442 △7,081

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円）

66,442 △7,081

　普通株式の期中平均株式数（千株） 45,044 56,244

（注）１.前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

２.当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成31年２月14日

堀田丸正株式会社

取締役会　御中

 

双葉監査法人
 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 　菅野　 豊 　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 　平塚　俊充　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている堀田丸正株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、堀田丸正株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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